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支払督促の申立てから終結に至るまでの一連の手続を、
豊富な事例で解説した最新の実務書 !!

概要

〈三訂版の主な改正内容〉
●オンラインによる督促手続申立ての拡充に対応！
　督促オンライン規則の改正により、東京高裁及び大阪地裁の管轄範囲内の簡易裁判所でも督促手続の申立てができるようになりました。
●貸金業法の改正内容を盛り込んだ最新版！
　みなし弁済制度の廃止、出資取締法の上限金利の引下げ等の改正
　（平成 19 年 12 月から2 年 6ヶ月を超えない範囲内における政令で定める日から施行）を行いました。
○各手続の問題点をとりあげて、深く掘り下げた解説がしてあります。
○書式例も具体的な例示を掲げて説明が加えてありますので、実務の資料として最適です。
　また、巻末には事項索引を登載し、検索の便を図りました。
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   現状のまま保全しておく方法
   （１）仮差押えの要件
   （２）仮差押命令申立手続
   書式例
   ○債権仮差押命令の申立て
   （３）仮差押えにおける担保
附　録
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　　　２ 民事訴訟費用等手数料額表
　　　３ 訴訟物の価額の算定基準
　　　４ 支払督促申立書貼用印紙額早見表
　　　５ 登記簿等に関する手数料
　　　６ 執行官の手数料及び費用
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